第１号様式（第５条関係）
  　 令和５年    ○月　○日
申請書提出日を記載

物価高騰対策生活支援団体補助事業事務局　御中

                                         所 在 地　鹿児島市●●町●●●
                              　申請者   名    称　特定非営利活動法人　物価高騰対策
                                         職・代表者名  理事長　福祉　花子
申請団体の住所・団体名称・代表者名を記載（押印は不要）

物価高騰対策生活支援団体補助事業補助金（事業者用）
交付申請書

[bookmark: _GoBack]物価高騰対策生活支援団体補助事業を実施したいので，鹿児島県補助金等交付規則第３条及び物価高騰対策生活支援団体補助事業補助金（事業者用）交付要綱第５条の規定により，関係書類を添えて下記のとおり申請します。補助金に係る事業実施期間を記載（最大で令和５年４月１日から令和６年１月３１日）


収支予算書（第１号様式別紙３）の支出内訳合計額と同額を記載

記
１  補助事業の概要
	実施予定期間
	令和５年４月１日～　令和６年１月３１日

	補助対象経費（事業費総額）
	５１２，０００
	円

	補助金交付申請額平日の日中に連絡が取れる担当者及び連絡先を記載

	５００，０００
	円






収支予算書（第１号様式別紙３）の補助金交付申請合計額と同額を記載

２　連絡担当者
	所属名
	●●
	職　名
	●●　●●

	氏　名
	●●　●●
	電　話
	●●●―●●●●

	ＦＡＸ
	●●●―●●●●
	E-mail
	sample@●●.●●





必ずチェックすること

３　誓約事項　※以下のすべての項目に☑を入れてください。
　☑　当社（私）は，反社会的勢力に該当せず，今後においても反社会的勢力との関係を持つ意思がないことを確約します。
　☑　当社（私）は，現在，法令違反による処罰を受けておらず事業運営に支障のないことを確約します。
　☑　申請書及び添付書類の記載事項に虚偽はありません。なお，虚偽の申請等を行ったことが判明した場合には補助金を返還します。

４　関係書類
　(1) 事業計画書（別記第１号様式　別紙１）
(2) 収支予算書（別記第１号様式　別紙２）
(3) 自立相談支援機関連携確認書（別記第１号様式　別紙３）
(4) 支援ニーズが増加していることが確認できる書類
(5) 補助対象経費の積算が確認できる書類（見積書等）
(6) 民間団体の実態が分かる書類（履歴事項全部証明書等）
(7) 直近の決算書(貸借対照表，損益計算書)
(8) 「県税に未納がないこと」を証明する納税証明書（申請日以前３ヶ月以内）
(9) その他事務局が必要と認める書類

